事務連絡
平成２５年３月２９日
都道府県
各　指定都市　児童福祉主管課保育担当者　殿
中核市
厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課
「『一定の認可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税措置の施行について』
の一部改正について」に関する留意事項について
日頃より、保育施策の推進に御尽力いただき、深く感謝申し上げます。
平成25年３月29日付けで「消費税法施行令第14条の３第１号の規定に基づき厚生労働大臣が指定する保育所を経営する事業に類する事業として行われる資産の譲渡等」（平成17年厚生労働省告示第128号）の一部改正が行われ、認可外保育施設のうち幼稚園型認定こども園を構成する幼稚園併設型施設について、利用料に係る消費税の非課税措置の対象に加えられました。
また、「一定の認可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税措置の施行について」（平成17年３月31日付け雇児保発第0331003号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知。以下「課長通知」という。）についても、非課税措置の対象の追加に伴い、一部改正がされたところです。
これに伴い、幼稚園併設型施設の取扱いについて、従前から変更があるものではありませんが、この際、改めて下記のとおり周知いたしますので、御留意の上、その運用に遺漏のないよう御配慮願います。
記
１．幼稚園を設置する者が当該幼稚園と併せて設置している施設（児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）第49条の２第３号）とは、施設設備等の物的側面及び経営・運営等の人的側面において当該幼稚園と十分に関連を有する施設をいうものであること。（「認可外保育施設に対する届出制の導入について」（平成１４年７月１２日付け雇児保発第0712001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）参照。）すなわち、単に、幼稚園を設置する者が設置していることや施設設備等が隣接していること等の状況のみをもって、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第59条の２第１項の規定に基づく届出の対象外となるものではないこと。（課長通知参照。）
２．幼稚園を設置する者が設置している等の施設であっても、施設設備等の物的側面及び経営・運営等の人的側面において当該幼稚園と十分に関連を有しない認可外保育施設については、１．のとおり、児童福祉法第59条の２第１項の規定に基づく届出の対象外となるものではなく、当該届出が行われた施設であって、同法第59条第１項の規定に基づく都道府県知事（地方自治法第252条の19第１項の指定都市又は同法第252条の22第１項の中核市にあっては、それぞれその長。以下同じ。）の立入調査を受け、「消費税法施行令第14条の３第１号の規定に基づき厚生労働大臣が指定する保育所を経営する事業に類する事業として行われる資産の譲渡等」（平成17年厚生労働省告示第128号）中第一から第九までに掲げる事項のすべてを満たし、当該満たしていることにつき当該都道府県知事から証明書の交付を受けている場合は、非課税措置の対象となる認可外保育施設に該当するものであること。（課長通知参照。）
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